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第二期大阪府がん対策推進計画

の取組み状況について

（平成２７年度～平成２９年度）
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	全体目標　　　

	第二期計画における取組目標
	直近の状況・推移

	◆がんによる死亡の減少

○　「がん予防の推進」、「がんの早期発見」及び「がん医療の充実」の分野別施策の計画的な実施により、がん死亡率（男女計、７５歳未満）の減少を目標とします。

平成１９年の統計数値９７．３と比較して、計画に基づく取組終了年にあたる平成２９年の目標値として現在のがん対策によるがん調整死亡率減少（約２０％）に、分野別施策の推進による減少効果としてさらに１０％上乗せした『３０％減少』をめざすこととします。

大阪府がん年齢調整死亡率（７５歳未満）
（人口１０万対）
平成17年

（第一期計画策定時に確定していた数値）
平成19年

（第一期計画に基づく取組前の直近数値⇒目標値の比較数値）
平成22年

（参考：第二期計画策定時の直近確定数値）
平成29年

（第二期計画終了年の目標値）
101.8

97.3

90.3

68.1

（出典：国立がんセンターがん対策情報センター）

◆すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上

◆がんになっても安心して暮らせる社会の構築
	
○75歳未満の全がん年齢調整死亡率（人口１０万対）

Ｈ17年

Ｈ18年

Ｈ19年

Ｈ20年

Ｈ21年

Ｈ22年

Ｈ23年

Ｈ24年

Ｈ25年

Ｈ26年

Ｈ27年

Ｈ27/Ｈ19

101.8

98.9

97.3

95.9

93.8

90.3

91.0

87.2

86.3

83.8

84.4
0.86
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：国立がんセンターがん対策情報センター）

（参考）

○がんの部位別５年相対生存率（％）

平成5-7年

平成8-10年

平成11-13年

平成14-16年

平成17-19年

平成20-21年

全部位

48.8

49.2

51.3

54.7

57.3

60.3

胃

55.2

55.6

56.3

57.5

58.5

62.3

大腸

64.2

60.5

62.3

64.9

68.6

70.2

肝臓

22.2

25.0

28.8

32.3

32.0

35.0

肺

17.0

19.8

24.1

26.6

27.4

28.3

乳房

82.8

82.4

85.9

87.6

89.5

90.9

子宮頸

71.3

67.9

69.5

70.9

70.9

71.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大阪府におけるがん登録　第80報　平成2８年２月）

○早期診断割合（％）

平成5-7年
平成8-10年
平成11-13年
平成14-16年
平成17-19年
平成20-22年
平成23-24年
全部位

33.7 
35.1 
36.8 
36.1 
40.1 
45.7 
49.9 
胃

35.9 
36.3 
38.3 
37.8 
42.0 
49.1 
54.1 
大腸

39.1 
39.8 
40.9 
39.3 
45.7 
51.5 
56.9 
肝臓

40.3 
43.8 
48.9 
50.7 
50.2 
56.0 
62.6 
肺

14.5 
17.3 
19.9 
19.3 
20.7 
24.1 
27.8 
乳

47.4 
49.1 
50.3 
50.2
57.9 
62.1 
62.7 
子宮頸

59.4 
61.8 
60.8 
60.3 
66.5 
72.6 
78.3 
　※早期診断割合：府内で診断されたがん全体の中での早期がん（「上皮内」及び「限局」のがん）の割合 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：大阪府におけるがん登録　第80報　平成28年2月）

○「医療機関の連携・協力体制の整備」、「集学的治療の推進」、「緩和ケアの普及」、「在宅医療体制の充実」及び「がんに関する情報提供・相談支援」「小児がん対策の充実」等によるがん医療の充実により、その実現をめざす。
○がん患者及びその家族のこころのケアに配慮した支援、就労に関する支援及びがん患者及びその家族等で構成される民間団体の活動との協働等について、本計画期間中に、これらの取組方策について検討し、その実現をめざす。


	がん予防の推進　（たばこ対策等の推進）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	第二期計画における取組目標
	二期計画初年度の主な（Ｈ25）の取組
	２６年度の主な取組
	２７年度の主な取組
	２８年度の主な取組（H29.3現在）

	○　５年以内に、以下の指標について目標値達成をめざします。

目標項目
（現状値の出典）
現状値
29年度
目標値
成人の喫煙率の低下　
（平成22年国民生活基礎調査）　
男33.6%
女12.３%
20%以下
５％以下
健診（検診）において、喫煙者全員に禁煙支援を行っている市町村の割合　
（平成23年度　府調査）
特定健診　 32.1%
肺がん検診 26.3%
100%
教育施設における全面禁煙※の割合　
（平成24年度　府調査）
私立学校　 82.1%
大学　　　 89.9%
医療機関(病院)における全面禁煙※の割合
（平成24年度　府調査)
病院　　　 86.3%
官公庁における全面禁煙※の割合　   
（平成24年度　府調査）
府庁舎　　 96.4%
市町村庁舎 69.8％
　

※全面禁煙とは、敷地内または建物内全面禁煙のことをいいます。
	

	

	

	



	がん予防の推進　（がん予防につながる学習活動の充実）（女性に特徴的ながん対策の推進）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見



○　子宮頸がん予防を推進するため、学校と連携しながら、ワクチン接種及び子宮頸がん検診の普及啓発を図ります。

	
	○がん対策基金を活用した取組
・企画提案型公募事業として「がんの予防につながる学習活動」を公募
（採択事業）
「がんの予防につながる学習活動」
独立行政法人国立病院機構大阪南医療センター
がん教育サイトの評価と改善－がん教育サイト「子どもと大人のがん教育『がんってなに？』の更なる効果的な学習媒体を目指して－
がんを明るく前向きに語る・金つなぎの会
　「あなたの中学に出前授業いたします［命］について話しましょう♪」
○がん対策基金を活用した取組
（がん予防につながる学習活動充実支援事業）　
・府内公立中学校において、教科学習等での取組み
講師：がん経験者やがん拠点病院等の医師、看護師
実施校：豊中市、高槻市、寝屋川市、富田林市、和泉市、
高石市、阪南市（２校）市内の公立中学校
８校でモデル実施
○がんの教育総合支援事業（文部科学省事業）
・府立高等学校及び市立中学校の教科学習での取り組み
（平成27年11月、12月及び平成28年1月13日）
ア　内容：研究授業（保健体育）
対象：府立長野北高等学校1年生
河内長野市立西中学校3年生
イ　内容：がん専門医との意見交換会
対象：府立長野北高等学校1年生
○がん対策基金を活用した取組
・若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動

大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学教室

　　若者女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨
	○がん対策基金を活用した取組
・企画提案型公募事業として、「がんの予防につながる学習活動」を公募
（採択事業）
「がんの予防につながる学習活動」
　特定非営利活動法人　ピンクリボン大阪
聞く・見る・触れる　がんのこと
地方独立行政法人　堺市立病院機構
　　　小・中学生及び保護者を対象としたがん教育と啓発活動
○がん対策基金を活用した取組＜資料３－２、３＞
（がん予防につながる学習活動充実支援事業）
・府内公立中学校において、教科学習等での取組み
講師：がん経験者やがん拠点病院等の医師、看護師
実施校：大阪市（２校）、豊中市（２校）、高槻市、枚方市、
寝屋川市、東大阪市、富田林市、岸和田市、泉佐野市、和泉市、
阪南市（３校）市内の公立中学校15校でモデル実施
○がんの教育総合支援事業（文部科学省事業）
・府立高等学校及び市立中学校の教科学習での取り組み
（平成28年10月28日、11月2日、11日、18日）
ア　内容：研究授業（保健体育）
対象：府立山本高等学校1年生
八尾市立龍華中学校3年生
イ　内容：グループワーク
対象：府立山本高等学校1年生
　　　　ウ　内容：全体講義
　　　　　　対象：市立竜華中学校3年生
○がん対策基金を活用した取組
・企画提案公募事業として「若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動」を公募
大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学教室

子宮頸がん予防ワクチン接種・非接種の若年女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨
	○がん対策基金を活用した取組
・企画提案型公募事業として、「がんの予防につながる学習活動」
を公募
○がん対策基金を活用した取組
（がん予防につながる学習活動充実支援事業）
・府内公立・私立中学校において、教科学習等での取組み
・府内公立中学校において、16校において実施（予定）
○教員向け研修会の実施＜資料３－４＞
・府内の公立・私立中学校及び高等学校の教員を対象としたがん教育の実施に係る教員向け研修会の開催
（がん予防普及啓発活動）
・府民向けセミナーの開催や啓発資料の作成等、関係機関と協力し、　がん予防のための普及啓発キャンペーンを展開
	A
B

	Ａ

Ｂ




	がんの早期発見　（がん検診の充実）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）がん検診の精度管理体制の確立および精度の均てん化
○　市町村で推奨されたがん検診が徹底され、これらのがん検診が適切な精度管理のもとに、正しく実施される環境をめざします。
○　全ての市町村において、精密検査の受診率が少なくとも許容値※を超え、スクリーニングから診断・治療までが正しく実施される環境をめざします。
精検受診率　許容値（％）
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
70％
以上
70％
以上
70％
以上
80％
以上
70％
以上
○　がん検診の偽陰性（感度）、偽陽性（特異度）を含む精度管理指標を把握し、指標値やチェックリストから精度管理に問題があると判断される市町村・検診機関に対して指導・技術的支援を行い、精度の向上につながる実施体制が均しく確立される体制をめざします。

	◆がん検診指針に基づく検診を実施している市町村数
　（Ｎ＝43市町村）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
24
43
43
41
43
43
25
43
43
41
43
43
26
43
43
41
43
43
27
43
43
41
43
43
・上記以外に国において有効性が確認されていないもしくは推奨されていない検診を実施している市町村数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26年度⇒27年度）
　　超音波検査／視触診単独の乳がん検診
　　　　　　　　　　　　　２市町村⇒ 2市町村
　　前立腺がん検診　21市町村⇒21市町村
◆精密検査受診率（％）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
21
81.1
59.5
81.3
90.9
79.0
22
83.9
61.0
82.3
92.3
79.1
23
81.8
61.9
85.4
91.1
81.1
24
83.0
64.5
86.8
92.7
79.3
25
(速報)
83.9
65.7
84.5
91.6
77.4
○精度管理センター事業　
府内市町村及び検診機関のがん検診精度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施
＜市町村に対する支援＞
個別支援市町村数　17市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会　主催２回　　　　　88人
共催１回　　    54人
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や
個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
＜検診機関に対する支援＞
・精度向上のための検診機関向け講習会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計６回　延べ137人
・個別支援を実施している市町村の個別受診勧奨方法について効果検証を実施
・効果的な受診勧奨方法を検討し、研修会等で市町村へ周知
・国のクーポン事業の動きに対応し、新たな受診勧奨ツールを作成
	◆がん検診指針に基づく検診を実施している市町村数
　（Ｎ＝43市町村）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
25
43
43
41
43
43
26
43
43
41
43
43
27
43
43
41
43
43
28
43
43
41
43
43
・上記以外に国において有効性が確認されていないもしくは推奨されていない検診を実施している市町村
　　（27年度⇒28年度）
　　超音波検査／視触診単独の乳がん検診
　　　　　　　　　　　　　２市町村⇒ ２市町村
　　前立腺がん検診　21市町村⇒21市町村
◆精密検査受診率（％）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
22
83.9
61.0
82.3
92.3
79.1
23
81.8
61.9
85.4
91.1
81.1
24
83.0
64.5
86.8
92.7
79.3
25
83.9
65.7
84.5
91.6
77.4
26
(速報)
85.0
67.5
87.0
93.3
82.4
○精度管理センター事業
府内市町村及び検診機関のがん検診精度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施
＜市町村に対する支援＞
個別支援市町村数　18市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会　主催３回　　　185人
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や
個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
＜検診機関に対する支援＞
・精度向上のための検診機関向け講習会の実施
　　　　　　　　　計5回　延べ113人（Ｈ29年2月末時点）
・個別支援を実施している市町村の個別受診勧奨方法について効果検証を実施
・効果的な受診勧奨方法を検討し、研修会等で市町村へ周知
・国のクーポン事業の動きに対応し、新たな受診勧奨ツールを作成

	○精度管理センター事業
府内市町村及び検診機関のがん検診精度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施
＜市町村に対する支援＞
　　個別支援市町村数　19市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や
個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
内視鏡検診導入に向けた個別支援
＜検診機関に対する支援＞
・精度向上のための検診機関向け講習会の実施
・個別支援を実施している市町村の個別受診勧奨方法について効果検証を実施
・効果的な受診勧奨方法を検討し、研修会等で市町村へ周知
・国のクーポン事業の動きに対応し、新たな受診勧奨ツールを作成
・胃がん検診実施機関への技術支援
	A

	Ａ
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	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（２）がん検診の提供体制の確保
○　部位別・二次医療圏別に、検診機関の検診従事者や検診施設のキャパシティを把握し、提供体制確保のための方策を検討します。
○　府内のどこの地域においても標準的かつ精度の高い精密検査や治療が実施され、精密検査実施機関から市町村と検診機関へ検査結果が確実に報告される体制の徹底を図ります。

	＜精度管理基礎調査実施＞
府内市町村の精度管理指標の把握
・個別市町村支援の際の分析データとして活用
・大阪府におけるがん検診を分析・評価した冊子の刊行
＜精度管理システムの運用＞
　平成27年度までの導入市町村数：36市町村
　・全市町村に対し地域保健・健康増進事業報告提出用データを送付（平成28年1月時点）
　・地域保健・健康増進事業報告の子宮頸がん検診報告様式の変更に伴う精度管理システム改修
○事業評価のためのチェックリスト調査の実施
・各市町村の検診事業を評価するにあたり不適合数を基にABCDE評価を行い、ホームページで公表予定
・車検診実施医療機関に対し、府が直接チェックリスト調査を実施。今後、各種検診事業を評価し、ホームページで公表予定
○精検受診率が許容値を下回った市町村へ通知文を発出
・25年度の各種がん検診の精密検査受診率が許容値を下回った市町村に対し、精検受診勧奨及び事後指導の徹底を要請。
部会承認を得て、対象市町村へ通知を発出。
（対象市町村数）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
23
1
19
2
4
3
24
1
14
1
3
3
25
1
11
2
4
6
○マンモグラフィ検診精度向上事業　
国の実施するマンモグラフィ画像読影支援システムにかかる費用の補助事業（国庫補助金）において、補助対象医療機関の中から事業計画の提出があった医療機関を推薦
〔年２回実施（交付決定／内定）：当初分３機関、追加分２機関〕
	＜精度管理基礎調査実施＞
府内市町村の精度管理指標の把握
・個別市町村支援の際の分析データとして活用
・大阪府におけるがん検診を分析・評価した冊子の刊行
＜精度管理システムの運用＞
　平成28年度までの導入市町村数：36市町村
　・全市町村に対し地域保健・健康増進事業報告提出用データを送付
　・乳がんマンモグラフィ単独検診開始に伴う、精度管理システムの改修
○指針の改正への対応＜資料３－５＞
・市町村における胃がん検診・乳がん検診の実施に係る課題等の検討
　内視鏡研修会（8月）
　通知発出（9月）
・精度が管理された検診体制整備のための市町村支援
（内視鏡検診に関する各種様式・マニュアル作成等）
○事業評価のためのチェックリスト調査の実施
・各市町村の検診事業を評価するにあたり不適合数を基にABCDE評価を行い、ホームページで公表予定
・車検診実施医療機関に対し、府が直接チェックリスト調査を実施。今後、各種検診事業を評価し、ホームページで公表予定
○精検受診率が許容値を下回った市町村へ通知文を発出
・26年度の各種がん検診の精密検査受診率が許容値を下回った市町村に対し、精検受診勧奨及び事後指導の徹底を要請。
部会承認を得て、対象市町村へ通知を発出
・精検受診率向上のための取組状況調査（10月）
（対象市町村数）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
24
1
14
1
3
3
25
1
11
2
4
6
26
０
13
０
１
４
〇マンモグラフィ検診精度向上事業　
国の実施するマンモグラフィ画像読影支援システムにかかる費用の補助事業等（国庫補助金）において、補助対象医療機関の中から事業計画の提出があった医療機関を推薦
〔年２回実施（交付決定／内定）：当初分４機関、追加分１機関〕
	＜精度管理基礎調査実施＞
府内市町村の精度管理指標の把握
・個別市町村支援の際の分析データとして活用
・大阪府におけるがん検診を分析・評価した冊子の刊行
＜精度管理システムの運用＞
　・全市町村に対し地域保健・健康増進事業報告提出用データを送付
　・胃がん検診に内視鏡検査導入による内視鏡検査帳票を追加に対する精度管理システムの改修
○指針の改正への対応
・市町村における胃がん検診・乳がん検診の実施に係る課題等の検討
・健増報告の（Ｈ29・30）の改正への対応
○事業評価のためのチェックリスト調査の実施
・各市町村の検診事業を評価するにあたり不適合数を基にABCDE評価を行い、ホームページで公表予定
・車検診実施医療機関に対し、府が直接チェックリスト調査を実施。今後、各種検診事業を評価し、ホームページで公表予定
○精検受診率が許容値を下回った市町村へ通知文を発出
・27年度の各種がん検診の精密検査受診率が許容値を下回った市町村に対し、精検受診勧奨及び事後指導の徹底を要請。
部会承認を得て、対象市町村へ通知を発出
　　・精検受診率向上のための取組状況調査
○マンモグラフィ検診精度向上事業　
国の実施するマンモグラフィ画像読影支援システムにかかる費用の補助事業（国庫補助金）において、補助対象医療機関の中から事業計画の提出があった医療機関を推薦
	A
	Ａ
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	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
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	２９年度からの取組案
	部会評価
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	（３）計画組織化されたがん検診体制の推進
○　市町村のがん検診について、検診対象者台帳等に基づく受診勧奨が実施されるとともに、死亡率減少に最も効果のある対象者層を定める等の支援策を講じ、未受診者に対しては再受診勧奨が実施される組織型検診体制を推進します。
（４）受診率の向上
○　これまでの検診の受診率の動向を踏まえ、府全体の検診受診率の目標値を以下のとおり定め、５年以内に達成することをめざすとともに、早期診断割合の向上を図ります。
また、計画実施期間中に目標達成が見込まれる場合は、早期診断割合等の関連指標の動向を踏まえ、目標値の再検討を行うこととします。
第二期大阪府がん対策推進計画における
検診受診率目標値（％)
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
40％
30％
35％
40％
35％
最良県の早期診断割合
（H16～H18年診断）（％）
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
59.1％
60.6％
36.6％
64.0％
78.2％

	○がん検診重点受診勧奨対象者の設定
⇒　府が設定した重点受診勧奨対象者への受診勧奨による効果の検証を目的に、重点受診勧奨対象者へ受診勧奨を実施した市町村へ実施体制等についてアンケート調査を実施
・精度管理センター事業における重点受診勧奨対象者への勧奨ツールの作成支援
・重点受診勧奨対象者への受診勧奨を実施している
市町村数の把握　（Ｎ＝43市町村）
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
30
36
33
36
33
　・個別受診勧奨対象者の設定に、重点受診勧奨対象者の考え方を導入した市町村数の把握
　　　　H26　13市町村　　　H27　15市町村
〇国民生活基礎調査にみる検診受診率（%）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
22
23.0
19.5
16.4
32.5
33.0
25
30.2
29.8
32.3
35.7
37.1
国平均
39.6
37.9
42.3
43.4
42.1
◆地域保健・健康増進事業報告にみる検診受診率（％）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
22
5.4
11.0
7.9
16.0
21.9
23
5.3
12.7
8.1
16.1
22.2
24
5.4
13.3
8.7
15.9
21.3
25
(速報)
5.7
14.1
9.7
23.9
27.7
国平均
9.6
19.0
16.0
25.3
31.1
※平成25年度は69歳以下
◆早期診断割合（％）　
罹患年
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
2008
51.3
54.3
26.8
66.3
74.6
2009
54.9
56.3
28.8
67.6
74.3
2010
56.0
57.5
28.7
69.7
79.7
2011
56.8
59.1
39.2
67.5
79.7
2012
58.6
60.7
30.4
66.7
80.8
○精度管理センター事業（再掲）
府内市町村及び検診機関のがん検診制度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施
	○がん検診重点受診勧奨対象者
⇒重点受診勧奨対象者へ受診勧奨を実施している市町村の勧奨実施年齢（層）における受診率の年次推移の確認
・精度管理センター事業における重点受診勧奨対象者への勧奨ツールの作成支援
・重点受診勧奨対象者への受診勧奨を実施している
市町村数の把握　（Ｎ＝43市町村）
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
31
31
32
34
33
・個別受診勧奨対象者の設定に、重点受診勧奨対象者の考え方を導入した市町村数の把握
H27　15市町村　　　H28　13市町村
〇国民生活基礎調査にみる検診受診率（%）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
22
23.0
19.5
16.4
32.5
33.0
25
30.2
29.8
32.3
35.7
37.1
国平均
39.6
37.9
42.3
43.4
42.1
◆地域保健・健康増進事業報告にみる検診受診率（％）
年度
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
23
5.3
12.7
8.1
16.1
22.2
24
5.4
13.3
8.7
15.9
21.3
25
5.7
14.1
9.7
23.9
27.7
26
(速報)
5.6
13.9
10.0
25.5
29.5
国平均
9.3
19.2
16.1
26.1
32.0
※平成25年度は69歳以下
◆早期診断割合（％）　
罹患年
胃
大腸
肺
乳房
子宮頸
2008
51.3
54.3
26.8
66.3
74.6
2009
54.9
56.3
28.8
67.6
74.3
2010
56.0
57.5
28.7
69.7
79.7
2011
56.8
59.1
39.2
67.5
79.7
2012
58.6
60.7
30.4
66.7
80.8
○精度管理センター事業（再掲）
府内市町村及び検診機関のがん検診制度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施
	○がん検診重点受診勧奨対象者
⇒重点受診勧奨対象者へ受診勧奨を実施している市町村の勧奨実施年齢（層）における受診率の年次推移の確認
・精度管理センター事業における重点受診勧奨対象者への勧奨ツールの作成支援
・重点受診勧奨対象者への受診勧奨を実施している
市町村数の把握　（Ｎ＝43市町村）
・個別受診勧奨対象者の設定に、重点受診勧奨対象者の考え方を導入した市町村数の把握
　　・新たなステージに入ったがん検診総合支援事業と重点受診勧奨者への個別受診勧奨の連携推進
○精度管理センター事業（再掲）
府内市町村及び検診機関のがん検診制度を高めるとともに、市町村における検診受診勧奨方法等を検証し、検診受診率向上を目指すことを目的に平成24年度から大阪府保健医療財団へ事業を委託し、様々な市町村支援を実施

	A
Ａ
	Ａ
Ａ
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	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	
	＜市町村に対する支援＞
個別支援市町村数　17市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会　
主催２回　　　　　88人　共催１回　　    54人
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
○がん対策基金を活用した普及啓発活動
・がん検診受診に対する意識の普及・啓発のため、啓発資材を作成・府内各市町村及び包括協定締結機関、基金協力機関等へ勧奨資材として配布
○関係機関、民間団体との協働による啓発活動
・がん予防キャンペーン大阪2015講演会（平成27年10月）
『正しく知ろう子宮がん検診、乳がん検診と最近の治療法』…参加者　244名
・患者団体及び民間企業等の開催するイベント、セミナーの共催及び後援による啓発活動
・市町村、拠点病院における啓発活動
拠点病院：ホームページ、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知　等
市町村：自治体広報誌、ホームページ、メールマガジン、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知や休日検診の実施　等
　・がん検診受診推進員制度の導入
大阪府と「がんの予防・早期発見を推進するための連携・協力に関する包括協定書」等を締結した企業・団体において、「がん検診受診推進員」を認定
　　　がん検診受診推進員認定者数：726人

	＜市町村に対する支援＞
個別支援市町村数　18市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会
主催３回　　　185人
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援
(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や
個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
○がん対策基金を活用した普及啓発活動
・がん検診受診に対する意識の普及・啓発のため、啓発資材を作成・府内各市町村及び包括協定締結機関、基金協力機関等へ勧奨資材として配布
○関係機関、民間団体との協働による啓発活動
・がん予防キャンペーン大阪2016講演会（平成28年10月）
　『正しく知ろう！肺がん検診と最近の治療法』…参加者　252名
・患者団体及び民間企業等の開催するイベント、セミナーの共催及び
後援による啓発活動
・市町村、拠点病院における啓発活動
拠点病院：ホームページ、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知　等
市町村：自治体広報誌、ホームページ、メールマガジン、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知や休日検診の実施　等
・がん検診受診推進員の認定
大阪府と「がんの予防・早期発見を推進するための連携・協力に関する包括協定書」等を締結した企業・団体において、「がん検診受診推進員」を認定
　　　　　がん検診受診推進員認定者数：2,613人
（Ｈ28年12月末）

	＜市町村に対する支援＞
　　個別支援市町村数　19市町村+１地域
・市町村からの電話相談
・市町村向け研修会
・個別支援
精度管理指標向上のための分析及び助言
乳がん精度管理委員会開催のための助言
検診に関するその他技術的支援
(個別検診導入等）
受診勧奨についての、ツール作成支援や
個別受診勧奨を実施する市町村への実地支援
内視鏡検診導入に向けた個別支援
○がん対策基金を活用した普及啓発活動
・がん検診受診に対する意識の普及・啓発のため、啓発資材を作成・府内各市町村及び包括協定締結機関、基金協力機関等へ勧奨資材として配布
○関係機関、民間団体との協働による啓発活動
・がん予防キャンペーン大阪2017講演会（平成29年秋開催予定）キャンペーンのテーマは毎年新たに設定し、その内容に沿った講演を実施。
・患者団体及び民間企業等の開催するイベント、セミナーの共催及び後援による啓発活動
・市町村、拠点病院における啓発活動
拠点病院：ホームページ、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知　等
市町村：自治体広報誌、ホームページ、メールマガジン、ポスター等を活用したキャンペーン月間の周知や休日検診の実施　等
・がん検診受診推進員の認定
大阪府と「がんの予防・早期発見を推進するための連携・協力に関する包括協定書」等を締結した企業・団体において、「がん検診受診推進員」を認定
○職域におけるがん検診の実態把握
・協会けんぽと協定を締結し、職域におけるがん検診の実態把握を進める
○地域職域連携への取組みを推進
・職域の実態把握やがん検診講座など既存の枠組みを活用した取組みを推進

	Ａ
	Ａ
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	　○企画提案型公募事業（がん対策基金を活用）
（採択事業）
・「若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動」
大阪大学大学院医学系研究科産婦人科学教室
『若年女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨』
・「がん患者会活動」
　　　　　特定非営利活動法人ピンクリボン大阪
　　　　　『素敵な女性になるためにも知っていますか？』
○広報等を活用した啓発活動
　・街頭ネオンやスーパー銭湯ＴＶバナー（サウナや露天風呂のモニターに表示）を利用した啓発活動の実施
平成27年10月分の広告内容（スーパー銭湯バナー）
『国民の2人に１人ががんになり、3人に1人ががんでなくなっています。がん検診で早期発見！受けよう！がん検診』
○出張講習会の開催
　・大阪府ホームページ（健康づくり課）の『「がんの予防・早期発見」講習について』のページに、平成26年度の活動概要と講習の申込方法を掲載。
○市民まつり等を活用した啓発活動
・堺祭りにて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・すみよしまつりにて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・万博記念競技場のガンバ大阪公式戦にて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・『平成27年度がん対策推進企業アクション「大阪セミナー」』にて、パネリストとして参加、啓発チラシを配布（平27年12月）
・『がんを知る展～「知る」ということが、あなたと大切な人を守ります～』にて啓発チラシを配布（平成28年2月）
　・民間団体等主催のがん啓発活動イベントの共催又は同イベントに対する後援活動
	○企画提案型公募事業（がん対策基金を活用）
（採択事業）
　・「がんの予防につながる学習活動」
　　　　特定非営利活動法人ピンクリボン大阪
　　　　　　『聞く・見る・触れる　がんのこと』
　　　　地方独立行政法人堺市立病院機構
　　　　　　『小・中学生及び保護者を対象としたがん教育と啓発活動』
　・「若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動」
　　　　大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学教室
　　　　　　『子宮頸がん予防ワクチン接種・非接種の若年女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨』
○広報等を活用した啓発活動
　・広報誌『府政だより』への掲載の他、街頭ネオンやスーパー銭湯ＴＶバナー（サウナや露天風呂のモニターに表示）等、様々な広告媒体を活用
５月
「がん」と診断されても仕事を続けながらの治療も可能です。
まずは、がん診療拠点病院のがん相談支援センターに相談を！
８月
「がん相談支援センター」ってご存知ですか？
「がん」に関するご相談はお近くのがん診療拠点病院の「がん相談支援センター」まで
１０月・2月
「私は大丈夫」と思っていませんか？がんは早期発見が重要です。
健康な今こそ受けようがん検診！「大阪府　がん検診」で検索！
○市民まつり等を活用した啓発活動
・府下市町村にて実施の市民まつり会場やスポーツイベント会場にて啓発チラシ等の配布活動を実施
・民間団体等主催のがん啓発活動イベントの共催又は同イベントに対す
る後援活動
　　・朝日・おおさか南北ウォーク2016（6月）
　　・食育フェスタ（8月）
・万博へＧＯ！（ＭＢＳ　9月）
　　・がんを知る展（アフラック　10月）
　　・ＭＢＳがん検診普及イベント（11月）
　　・健康経営セミナー（府・協会健保共催　２月　計３回）
	○企画提案型公募事業（がん対策基金を活用）
「がんの予防につながる学習活動」、「若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動」、「がん患者会活動」を公募
○広報等を活用した啓発活動
　・広報誌『府政だより』への掲載の他、街頭ネオンやスーパー銭湯ＴＶバナー（サウナや露天風呂のモニターに表示）等、様々な広告媒体を活用
○市民まつり等を活用した啓発活動
・府下市町村にて実施の市民まつり会場やスポーツイベント会場にて啓発チラシ等の配布活動を実施
・民間団体等主催のがん啓発活動イベントの共催又は同イベントに対する後援活動
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	（1）肝炎ウイルス検診の累積受診率の向上

○　肝炎ウイルス検診累積受診率や検診受診が必要となる方の把握に努め、累積受診率の増加を図ります

また、肝炎ウイルス検診事業を評価し、効果的な対策を実現するため、定期的に、肝炎ウイルス検診受診者の性や年齢分布、受診歴等のモニタリング調査を行います


	○肝炎ウイルス検診事業の紹介
・堺祭りにて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・すみよしまつりにて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・万博記念競技場のガンバ大阪公式戦にて啓発チラシを配布（平成27年10月）
・肝臓週間に合わせ、商業施設において、肝疾患診療
連携拠点病院と共同で広報活動を展開

(平成27年8月)
・府ホームページにおいて、肝炎ウイルス検査事業を紹介
・街頭ネオンやスーパー銭湯ＴＶバナー（サウナや露天風呂のモニターに表示）を利用した啓発活動の実施
平成27年８月分の広告内容（スーパー銭湯バナー）
『ウイルス性肝炎は早期発見・早期治療が重要です。保健所や医療機関等で肝炎ウイルス検査を受けましょう！』
○府民や患者等への普及啓発活動
・府保健所による府民向け講演会　　　　　　　　延3回
　　・肝疾患診療連携拠点病院による府民向け講演会等
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 延20回（予定含）
　　・がん拠点病院60病院（肝疾患拠点4病院含）による
　　　市民公開講座  　　　　　　　　　　　　　　　　　延7回
　　・「今こそ、たたけ！肝炎ウイルス」の配布
　　　肝炎等克服政策研究費補助金により作成された
　　　C型肝炎ウイルス陽性患者向け精密検査受診勧奨リーフレット
　　　　肝炎ウイルス無料検査協力医療機関　　　35,880枚
　　　　肝疾患診療連携拠点病院　　　　　　　　　　1,500枚
　　　　大阪府保健所　　　　　　　　　　　　　　　　 　　240枚

	○肝炎ウイルス検診事業の紹介
・肝臓週間に合わせ、商業施設において、肝疾患診療
連携拠点病院と共同で広報活動を展開

(平成28年7月)
・府ホームページにおいて、肝炎ウイルス検査事業を紹介
・健康経営セミナーにて啓発チラシの配布（平成29年2月）

・街頭ネオンやスーパー銭湯ＴＶバナー（サウナや露天風呂のモニターに表示）を利用した啓発活動の実施
平成28年11月分（後半）の広告内容（雪印バナー）
『ウイルス性肝炎は早期発見・早期治療が重要です。保健所や医療機関等で肝炎ウイルス検査を受けましょう！「大阪府　肝炎検査」で検索！』

〇厚生労働省事業「知って、肝炎プロジェクト」＜資料３－６＞
・スペシャルサポーター(小室哲哉氏)による知事・大阪市長表敬訪問
　　肝疾患診療連携拠点病院、副知事、副大阪市長で応対
○府民や患者等への普及啓発活動
・府保健所による府民向け講演会　　　　　　　　延２回
　　・肝疾患診療連携拠点病院による府民向け講演会等
　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 延13回（予定含）
　　・がん拠点病院60病院（肝疾患拠点４病院含）による
　　　市民公開講座  　　　　　　　　　　　　　　　　　延４回
　　・肝炎等克服政策研究費補助金により作成された
　　　B型肝炎ウイルス陽性患者向け精密検査受診勧奨リーフレット作成
　　　　

	○肝炎ウイルス検診事業の紹介
・市民祭りやスポーツイベントなどの大規模イベントにおいて、肝炎ウイルス検査受診勧奨リーフレットを配布。
・府ホームページにおいて、肝炎ウイルス検査事業を紹介。
・啓発媒体のより一層の活用による、府民への肝炎ウイルス検査事業の普及促進。
○府民や患者等への普及啓発活動
・府保健所による府民向け講演会の実施
　 ・肝疾患診療連携拠点病院による府民向け講演会の実施
　　・がん拠点病院60病院（肝疾患拠点4病院含）による市民公開講座の開催。

　　
〇職域への受診勧奨について

・がん検診受診推進員を活用し、がん検診と同様に職域への普及啓発に取り組む

〇大阪府のホームページの改訂

・どこに相談したらいいかわかりやすい内容に大阪府のホームページを改訂
	Ｂ
	Ｂ
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	◆肝炎ウイルス検査実施状況
・市町村健康増進事業（堺市を除く）における
検査受診者数（人）
Ｂ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
32,326
35,936
222,236
一次検査陽性者
242
261
2,589
Ｃ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
32,413
36,037
222,428
一次検査陽性者
156
151
2,199
・府保健所における検査受診者数（人）
　
Ｂ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
351
475
5,423
一次検査陽性者
9
8
87
Ｃ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
352
474
5,437
一次検査陽性者
3
11
120
・委託医療機関（政令市等含）における検査受診者数（人）
Ｂ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
10,750
10,787
145,180
一次検査陽性者
48
55
998
Ｃ型肝炎
25年度
26年度
累積
(H19～)
受診者数
10,696
10,694
145,033
一次検査陽性者
45
62
1,145

	◆肝炎ウイルス検査実施状況
・市町村健康増進事業（堺市を除く）における
検査受診者数（人）
Ｂ型肝炎
26年度
27年度

累積
(H19～)
受診者数
35,936
36,804

259,040
一次検査陽性者
261
234
2,823
Ｃ型肝炎
26年度
27年度

累積
(H19～)
受診者数
36,037
36,877

259,305
一次検査陽性者
151
120
2,319
・府保健所における検査受診者数（人）
　
Ｂ型肝炎
26年度

27年度
累積
(H19～)
受診者数
475

278
5,701
一次検査陽性者
8

4
91
Ｃ型肝炎
26年度

H27年度
累積
(H19～)
受診者数
474

277
5,714
一次検査陽性者
11

3
123
・委託医療機関（政令市等含）における検査受診者数（人）
Ｂ型肝炎
26年度

27年度
累積
(H19～)
受診者数
10,787

9,785
154,965
一次検査陽性者
55

38
1,036
Ｃ型肝炎
26年度

27年度
累積
(H19～)
受診者数
10,694

9,832
154,865
一次検査陽性者
62

46
1,191
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	(2)肝炎フォローアップ事業の充実

○　委託医療機関で実施する肝炎ウイルス検査事業における精密検査受診状況や治療状況を把握して改善に努め、要精密検査者のＨＣＶキャリアの精密検査受診率80％をめざします

（「厚生労働省　肝炎等克服緊急対策研究事業　肝がんの発生予防に資するＣ型肝炎検診の効率的な実施に関する研究班（Ｈ15）」の報告では、精密検査受診率60％のため、目標値80％と設定）


	○市町村における要精密検査者のフォローアップ状況
（精密検査受診率：平成26年度）
Ｃ型肝炎：　83人（要精密検査者の　55％）
Ｂ型肝炎：156人（要精密検査者の　60％）
○保健所におけるフォローアップ事業への取組み
保健所実施検査での要精密検査者への紹介状交付による
専門医療機関への受診勧奨
・肝疾患診療連携拠点病院による保健医療専門職員向け研修会⇒延６回

○府内医療機関受診者におけるフォローアップ対象者
　　肝炎フォローアップ事業実施指針により実施。

・平成27年度検査分
対象者　48人
（B型　18人、C型　30人）
・平成26年度検査分
80人
（B型39人、C型41人）
  ・平成25年度検査分
62人
（Ｂ型33人、Ｃ型29人）

	○市町村における要精密検査者のフォローアップ状況
（精密検査受診率：平成27年度）
Ｃ型肝炎：　49人（要精密検査者の　41％）
Ｂ型肝炎：127人（要精密検査者の　54％）
○保健所におけるフォローアップ事業への取組み
保健所実施検査での要精密検査者への紹介状交付による
専門医療機関への受診勧奨
・肝疾患診療連携拠点病院による保健医療専門職員向け研修会
⇒延９回

○府内医療機関受診者におけるフォローアップ対象者
　　肝炎フォローアップ事業実施指針により実施。

・平成28年度検査分
対象者　37人（9月30日現在）
（B型　18人、C型　19人）
・平成27年度検査分
対象者　48人
（B型　18人、C型　30人）

・平成26年度検査分
80人
（B型39人、C型41人）
  ・平成25年度検査分
62人
（Ｂ型33人、Ｃ型29人）


	○保健所におけるフォローアップ事業への取組み
保健所実施検査での要精密検査者への紹介状交付による専門医療機関への受診勧奨
○府内医療機関受診者におけるフォローアップ対象者
　　肝炎フォローアップ事業実施指針により実施。
・国の肝炎等克服政策研究事業等を利用し、要精検者に対するフォローアップを徹底する。
　　 また、過去にフォローアップを実施した対象者に対しての現況調査も検討する。

	Ｂ
	Ｂ


	がんの早期発見（肝炎肝がん対策の推進）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	(3)肝炎ウイルス陽性者に対する標準治療の推進

○　肝炎フォローアップ事業を充実するとともに、引き続き、専門医療機関及び協力医療機関を指定・確保し、肝炎医療費助成制度の周知を図ることにより、肝炎ウイルス検査事業で要診療者となった者の標準治療の完遂率80％をめざします

（「厚生労働省　肝炎等克服緊急対策研究事業　肝がんの発生予防に資するＣ型肝炎検診の効率的な実施に関する研究班（Ｈ15）」の報告では、検診発見キャリアの治療完遂率40％のため、目標値80％と設定）
	○肝疾患に係る医療提供体制の整備
◆肝疾患診療連携拠点病院の指定状況
医学部を有する大学の附属病院　5病院
　 ◆医療機関の指定状況
・肝炎ウイルス無料検査協力医療機関
約3,600施設
・肝炎専門医療機関の指定状況（新規含）
167施設
・肝炎協力医療機関の指定状況（新規含）
630施設
○専門医療機関の現況報告の実施
　平成26年度分として現況報告書を提出求めた
　・指定要件にはないが、各医療機関の研修参加状況を確認
○肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会の開催
肝疾患診療連携拠点病院による連絡協議会の開催(2回)
（協議内容）
　　・現状報告
　　・専門医療機関向け研修会報告
　　・肝炎医療費助成についての報告
　 

○肝炎専門医療機関向け研修会の実施
　Ｈ27年10月28日　
　　「肝疾患の最新治療法について」

　　　主催：大阪府
　　　共催：大阪府医師会
　　　協力：大阪府肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会
肝炎専門医療機関参加数　54医療機関（64名）
H28年3月9日
   「変わりゆく肝炎治療－Ｃ型、Ｂ型肝炎治療の最前線」
主催：大阪府・大阪府医師会

参加者　79名


	○肝疾患に係る医療提供体制の整備
◆肝疾患診療連携拠点病院の指定状況
医学部を有する大学の附属病院　5病院
　 ◆医療機関の指定状況
・肝炎ウイルス無料検査協力医療機関
約3,600施設
・肝炎専門医療機関の指定状況（新規含）
169施設
・肝炎協力医療機関の指定状況（新規含）
644施設
○専門医療機関の現況報告の実施
　平成27年度分として現況報告書を提出求めた
　

○肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会の開催
肝疾患診療連携拠点病院による連絡協議会の開催(2回)
（協議内容）
　　・現状報告
　　・専門医療機関向け研修会報告
　　・肝炎医療費助成についての報告
　 

○肝炎専門医療機関向け研修会の実施
　Ｈ28年10月13日　
　　「肝疾患の最新治療法について」

　　　主催：大阪府
　　　共催：大阪府医師会
　　　協力：大阪府肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会
肝炎専門医療機関参加数　68医療機関（70名）

	○肝疾患に係る医療提供体制の整備
◆肝疾患診療連携拠点病院の指定状況
医学部を有する大学の附属病院　5病院
◆医療機関の指定
・肝炎専門医療機関の指定
・肝炎協力医療機関の指定
○専門医療機関の現況報告の実施
平成28年度分として現況報告の提出を求める
○肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会の開催
肝疾患診療連携拠点病院による連絡協議会の開催
○肝炎専門医療機関向け研修会の実施
・最新の肝疾患治療についての研修会の実施等により、肝炎専門医療機関及び協力医療機関による肝疾患治療の向上に努める。

〇保健医療従事者向け研修会の実施

・保健所・保健センター・肝新館診療連携拠点病院相談支援センター職員向け研修会の実施

〇健康手帳エルの作成

　肝疾患診療連携拠点病院連絡協議会の協力のもと、作成


	A
	Ａ


	がん医療の充実（医療機関の連携・協力体制の整備）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）オンコロジーセンター構想の推進
○　オンコロジーセンター構想に基づき、府立成人病センター及び大学病院の有するオンコロジーセンター機能のより一層の積極的活用を図り、がん患者に対する医療提供の充実を図ります。
（２）がん拠点病院を中心とした地域連携体制の推進
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院の各病院毎の役割分担を明確にし、国指定拠点病院を中心とした二次医療圏毎の地域特性を踏まえた地域医療ネットワークを構築します。
（３）地域の実情に応じた地域連携クリティカルパスの推進
○　地域連携クリティカルパスについて地域の実情に応じた普及を図るため、引き続き、パスの活用状況等についての実態把握を行い、在宅医療の充実につながるよう、がん診療連携協議会において活用方策の検討を行います。
	○がん拠点病院を中心とした連携体制の強化　
・がん拠点病院の指定状況
　国指定拠点病院　17か所
　府指定拠点病院　45か所

⇒更新3年：23病院、更新1年：4病院、新規２病院を指定
・大阪府がん診療連携協議会の運営
府立成人病センターを事務局として、国・府指定拠点病院で構成する協議会及び専門部会を運営し、診療連携体制やがん登録、地域支援クリティカルパス整備などについて協議・検討
・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　5病院
○地域連携の取組
・二次医療圏毎に、国拠点病院が事務局となり、府拠点病院、地区医師会、市町村など関係者の参画によるネットワーク協議会を設置・運営
〈開催状況〉　※ほかに部会等の開催実績あり
豊能：2回(6/4、2/25)、三島：1回(1/28)

北河内：1回(3/28)、中河内：2回(7/2、3/3)

南河内：1回(3/9)、堺市：2回(9/24、3/3)

泉州：2回(7/2、2/4)、
大阪市：2回(6/30、12/3)

・地域医療介護総合確保基金を活用した地域連携事業の実施によるネットワーク協議会活動の充実を図る
〈補助金交付二次医療圏〉　５圏域　4,552千円
　　　 　豊能(市立豊中病院)、中河内(八尾市立病院)

　　　 　南河内(大阪南医療センター)、
　　　 　堺市(堺市立総合医療センター)、
　　 　　大阪市(大阪市立総合医療センター)

○地域連携クリティカルパスの推進
・がん診療連携協議会「地域連携クリティカルパス部会」で活用方策を検討
　　　 がん診療連携協議会　パス部会(7/1、2/10)

　　　 パス促進会議(6/17、11/11)

　　・胃がん、大腸がん、肺がんについて大阪府統一パスの改訂⇒平成28年度より改訂版の使用開始
	○がん拠点病院を中心とした連携体制の強化＜資料３－７、８＞
・がん拠点病院の指定状況

　　　国指定拠点病院　17か所

　　 府指定拠点病院　46か所

　　⇒更新2年：5病院、新規：１病院を指定

・大阪府がん診療連携協議会の運営
府立成人病センターを事務局として、国・府指定拠点病院で構成する協議会及び専門部会を運営し、診療連携体制やがん登録、地域支援クリティカルパス整備などについて協議・検討
・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　15病院
○地域連携の取組
・二次医療圏毎に、国拠点病院が事務局となり、府拠点病院、地区医師会、市町村など関係者の参画によるネットワーク協議会を設置・運営
〈開催状況〉　※ほかに部会等の開催実績あり
豊能：2回(6/30、2/16)、三島：1回(1/26)

北河内：1回(2/9)、中河内：2回(6/29、3月)

南河内：1回(2/8)、堺市：2回(9/29、3月)

泉州：2回(6/30、2/9)、
大阪市：2回(6/13、2/13)

・地域医療介護総合確保基金を活用した地域連携事業の実施によるネットワーク協議会活動の充実を図る
〈補助金交付二次医療圏〉　５圏域　4,486千円
　　　 　豊能(市立豊中病院)、三島（大阪医科大学附属病院）、中河内(八尾市立病院)、南河内(大阪南医療センター)、堺市(堺市立総合医療センター)、
○地域連携クリティカルパスの推進
・がん診療連携協議会「地域連携クリティカルパス部会」で活用方策を検討
　　　 がん診療連携協議会　パス部会(7/6、1/18)

　　　 パス促進会議(6/24)

　　・がん診療連携協議会「緩和ケア部会」にて緩和ケア地域連携パスを策定。

	○がん拠点病院を中心とした連携体制の強化

・大阪府がん診療連携協議会と連携し、さらなる医療提供の充実を図る
・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施
○地域連携の取組
・各圏域のネットワーク協議会において現状や課題を共有し関係機関間での連携強化を図る
・地域医療介護総合確保基金を活用した地域連携事業の実施によるネットワーク協議会活動の充実を図る
　　   　H29予算　８圏域　8,000千円
○地域連携クリティカルパスの推進
・がん診療連携協議会においてクリティカルパスの運用状況把握や運用促進に向けた取組みを進める
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	がん医療の充実（集学的治療の推進）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）がん拠点病院における集学的治療の推進
○　５大がんとともにそれ以外のがんについても、集学的治療の実施状況、受療状況、専門医・専門看護師数等を把握し、各がん拠点病院の役割分担や地域連携状況を考慮し、適正配置について検討します。
（２）専門的人材の育成
○　オンコロジーセンター構想に基づき、大学病院等が中心となって地域の医療資源を踏まえ、がん医療に係る専門的人材の育成の充実を図ります。
　

	○がん拠点病院における集学的治療の推進
・国指定拠点病院(小児がん除く17か所)

　　　　年間新入院がん患者数　78,061人
　　　　悪性腫瘍手術件数　　　28,634件
　　　　放射線治療のべ患者数　　9,516人
　　　　外来化学療法のべ患者数　88,786人
 　・府指定拠点病院(45病院)

　　　　年間新入院がん患者数　72,845人
　　　　悪性腫瘍手術件数　　　27,035件
　　　　放射線治療のべ患者数　　7,438人
　　　　外来化学療法のべ患者数　56,205人
○がん診療施設設備整備
・地域医療介護総合確保基金を活用したがん診療施設設備整備事業の実施
　　　　　16病院　185,715千円
○人材の育成
・府立成人病センター・大学病院など国指定拠点病院の研修実施による人材育成（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

	○がん拠点病院における集学的治療の推進
・国指定拠点病院(小児がん除く17か所)

　　　　年間新入院がん患者数　83,067人
　　　　悪性腫瘍手術件数　　　27,714件
　　　　放射線治療のべ患者数　　9,570人
　　　　外来化学療法のべ患者数　85,631人
 　・府指定拠点病院(46病院)

　　　　年間新入院がん患者数　73,166人
　　　　悪性腫瘍手術件数　　　22,531件
　　　　放射線治療のべ患者数　　7,446人
　　　　外来化学療法のべ患者数　46,637人
○がん診療施設設備整備
・地域医療介護総合確保基金を活用したがん診療施設設備整備事業の実施
　　　　　12病院　154,797千円
○人材の育成
・府立成人病センター・大学病院など国指定拠点病院の研修実施による人材育成（がん診療連携拠点病院機能強化事業）

	○がん拠点病院における集学的治療の推進
・がん拠点病院指定制度運用による集学的治療の推進
○がん診療施設設備整備
・地域医療介護総合確保基金を活用したがん診療施設設備整備事業の実施
　　　H29予算　216,000千円
○人材の育成
・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）・大学病院など国指定拠点病院の研修実施による人材育成（がん診療連携拠点病院機能強化事業）
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	がん医療の充実　（緩和ケアの普及）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）緩和ケアについての正しい知識の

普及浸透
○　５年以内に、緩和ケアについての正しい知識および医療用麻薬に対する偏見・誤解の解消について、医療従事者を含めた府民全体への普及・浸透を図ります。

（２）緩和ケア提供体制の推進
○　全ての国指定拠点病院及び府指定拠点病院は、退院したあとも必要に応じ、外来において緩和ケアを継続して受けることができる体制を整備します。
○　二次医療圏毎に、国指定拠点病院が中心となり、がん拠点病院等が設置する緩和ケアチームや緩和ケア外来と、ペインクリニック等の痛みの治療を提供する地域医療機関及び薬局等が連携できる仕組みを構築します。

（３）人材育成
○　二次医療圏毎の緩和ケア提供体制の実施状況を把握し、将来の需給状況を踏まえながら、緩和ケアに関する研修会を通じ、チーム医療を担う人材を育成します。
○　緩和ケア提供体制の中心的役割を担う都道府県拠点病院及び国指定拠点病院においては、率先して自施設のがん診療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目指します。

	○正しい知識の普及啓発
・府民向け緩和ケアパンフレットをがん拠点病院に配布

・地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック(第2版)の発行

別冊として、がん診療拠点病院、がん相談支援センター、がん患者会、緩和ケア病棟のある病院、等を掲載
・大阪府ホームページによる情報提供の充実

府ホームページ「おおさかがんポータルサイト」内で、緩和ケアに関する各種情報（緩和ケア研修会修了者氏名等）を掲載

・緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備など普及啓発を実施するがん拠点病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）　　　　補助機関数14病院

・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・民間企業との連携によるイベントにおいて、府も啓発ブースを出展し、緩和ケアの普及啓発を実施(平成28年2月)

○緩和ケア提供体制の推進
・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　　5病院

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスの作成について検討

○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催（平成28年2月）

参加チーム数　15チーム（45名）

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

【平成28年２月末時点実績】

　 主催病院数　　35施設　（のべ229施設）

実施回数　　　　39回　　　（のべ242回）
  修了者数　医師　　 999人（のべ5,156人）
　 医師以外 248人（のべ2,198人）

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援

・緩和医療人材養成事業の実施

　緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助

（地域医療介護総合確保基金事業）

補助機関数18機関

・府立成人病センター主催がん看護せん妄ケア研修の実施

(平成27年10月)
	○正しい知識の普及啓発＜資料３－９＞
・府民向け緩和ケアパンフレットの配布

　　　拠点病院37病院へ追加配布（約5,500部）

・緩和ケアチラシの作成・配布
各拠点病院へ配布（320,000部）

・大阪府ホームページによる情報提供の充実

府ホームページ「おおさかがんポータルサイト」内で、緩和ケアに関する各種情報（緩和ケア研修会修了者氏名等）を掲載

・緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備など普及啓発を実施するがん拠点病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）　補助機関数　4病院

・二次医療圏毎に緩和ケアの普及啓発のためのシンポジウム等を実施するがん拠点病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金）補助機関数　2病院

・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・民間企業との連携によるイベントにおいて、府も啓発ブースを出展し、緩和ケアの普及啓発を実施（平成28年10月）

・国立大学法人大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻看護実践開発科学講座へ委託し、がん患者に対するアンケート調査を実施
（平成29年1~3月）
○緩和ケア提供体制の推進

・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　　15病院

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスを作成
・緩和ケア研修会（PEACE研修会）の開催に係る患者会との合同検討会議の開催（大阪府立成人病センター）

　　①大阪府立成人病センター開催

第1回（4／22）

　出席者　拠点病院　44施設93名

　　　　　　　　　患者会　大阪がん患者団体協議会

第2回（6／22）

　出席者　拠点病院　16施設31名

　　　　　　　　　　　　　　患者会　大阪がん患者団体協議会

　　②中河内医療圏がん診療ネットワーク協議会

　　　（2／16）

　　　　出席者　拠点病院　定員150名

　　　　　　　 患者会　がん患者の看病をしている人のサポート協会

　　　　　　　　　　　　　一般社団法人グループ・ネクサス・ジャパン大阪支部

○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催（平成29年2月）

　参加チーム数　12チーム（34名）

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

　【平成2９年2月末時点実績】＜資料３－10,11＞
　　主催病院数　37施設（のべ270施設）

　　実施回数　48回（のべ295回）

　　修了者数　医師　1,592人（のべ6,914人）

　　　　　　　　医師以外　184人（のべ2,415人）

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援＜資料３－12＞
・緩和医療人材養成事業の実施

　緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助

（地域医療介護総合確保基金）

補助機関数　23機関


	○正しい知識の普及浸透
・府民向け緩和ケアチラシの配布

・大阪府ホームページによる情報提供の充実

・緩和ケアパンフレットの作成や緩和ケア啓発コーナーの整備など普及啓発や、緩和ケアの普及啓発のためのシンポジウムなどを実施するがん拠点病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

　H29予算　4,500千円

・がん拠点病院において、医療従事者や府民向けの研修会・講演会等を開催

・関係機関との連携等により、緩和ケアの普及啓発を実施

○緩和ケア提供体制の推進

・大阪府、都道府県がん診療連携拠点病院等によるがん診療拠点病院の訪問・意見交換等を実施　　

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において作成された、大阪府がん緩和地域連携パスの運用。

○人材育成
・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携し緩和ケアチーム研修会を開催

・大阪府がん拠点病院におけるPEACE研修会の開催【資料６】

がん診療連携協議会や二次医療圏ネットワーク協議会を通じて、拠点病院に対し研修受講促進を働きかけ

・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会と連携して、研修会の日程調整や講師派遣等研修会開催を支援

・緩和医療人材養成事業の実施

　緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助

H29予算　12,600千円
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	がん医療の充実（在宅医療体制の充実）
	【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度の取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）在宅医療提供体制の充実
○　在宅医療を提供するための地域連携の状況について、効果的な取組を行っている地域の取組状況を把握し、国指定拠点病院等を通じて、府内の医療機関へ効果的な医療連携事例の浸透を図ります。
○　国指定拠点病院が中心となり、二次医療圏毎に、医療及び介護に携わる関係機関同士が地域の在宅医療に関する情報共有を図り、在宅医療に係る地域連携の推進に向けた課題を検討するための仕組みを構築します。
（２）人材育成
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院が中心となって、診療所、薬局、訪問看護ステーション及び訪問介護事業者等介護サービス機関の医療・介護従事者と、在宅医療への相互理解を高めていくための勉強会・研修会等の実施に努めます。


	○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

(地域医療介護総合確保基金)

三島医療圏、南河内医療圏、堺市医療圏、
中河内医療圏

　　　※他圏域でも作成に向けて検討中

・地域連携クリティカルパスの活用(再掲)

大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスの作成について検討

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成28年2月）

（内容）地域包括ケアシステムにおける在宅看取り

地域包括ケアシステムと緩和ケアの提供体制

　　　　　　在宅看取りに欠かせないこと

○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

　　補助機関数　18機関

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催（再掲）

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会を開催（平成28年2月）

　（内容）地域包括ケアシステムにおける在宅看取り

　　　　　　　地域包括ケアシステムと緩和ケアの提供体制

　　　　　　　在宅看取りに欠かせないこと
	○地域連携の取組＜資料３－13＞
・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成（地域医療介護総合確保基金）

　　中河内医療圏（昨年度のマップの増刷）、

　　南河内医療圏（在宅緩和ケアマップのweb化）

・地域連携クリティカルパスの活用（再掲）

　大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において、大阪府がん緩和ケア地域連携パスを作成

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会（平成28年12月）

　（内容）基調講演「在宅緩和ケア地域連携のための情報共有の現状と問題点」

　　　　　　　総合討論

○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金）　補助機関数　23機関

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催（再掲）

・府立成人病センター・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会（平成28年12月）

　（内容）基調講演「在宅緩和ケア地域連携のための情報共有の現状と問題点」

　　　　　　　総合討論
	○地域連携の取組

・在宅緩和ケアマップ・リスト等の作成

・地域連携クリティカルパスの活用（再掲）

　大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会において作成された大阪府がん緩和地域連携パスの運用。

○緩和医療人材養成事業の実施（再掲）

・緩和ケアに携わる医療従事者等を対象とした緩和ケア初任者研修等の研修を実施する医師会や病院に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業）

H29予算　12,600千円

○在宅緩和ケア地域連携研修会の開催

・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）・大阪府がん診療連携協議会緩和ケア部会主催による研修会
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	がん医療の充実 （がんに関する情報提供・相談支援）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない
	

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）患者・家族等が利用しやすい府民目線の情報提供の推進
○　がん診療連携協議会は、すべての国指定拠点病院及び府指定拠点病院が、府民にとってわかりやすい情報が提供できるよう、患者団体等の意見を踏まえ、情報のあり方を検討し、各がん拠点病院への周知を図ります。

○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院は、がん診療連携協議会の方針を踏まえ、診療機能や診療実績、専門的にがん診療を行う医師及び臨床試験（治験）の実施状況に関する情報等、がん診療に関する情報の公開をさらに充実させることとします。

○　府及び府立成人病センターは、「がん診療ＮＯＷ」をはじめ、がんに関する様々な情報提供機能について、より一層、府民への周知を図るとともに、がんに関する情報を掲載したパンフレット等を、すべてのがん患者及び家族等が、容易に入手できるようにします。

○　がんに関する情報は、がん患者の立場に立って提供される必要があることから、府は、生存率等の公表に際しては、府民が理解しやすく、誤解を招かないよう、また、がん患者及び家族等の心理面にも配慮した情報提供のあり方に努めます。
　

（２）相談支援機能の向上と府民への周知
○　国指定拠点病院は、がん拠点病院間で、相談支援センター機能の格差が生じないよう、がん診療連携協議会等で、積極的に情報交換を図り、府民にとって利用しやすい環境を整備し、より一層、府民への周知を図ります。

○　府指定拠点病院においても、同様の取組により、積極的に相談支援機能の充実を図るとともに、府民への周知に努めます。

○　医師及び医療技術者、心理、介護に携わる人、相談員等がんに携わるすべての人が、がん患者及び家族等のこころのケアに配慮した行動をとれるよう人材育成に努めます。
	○がん医療情報の提供

・府立成人病Ｃ（大阪がん情報提供コーナー）において各がん診療拠点病院の医療情報やがんに関する各種情報を一元的に提供するホームページ「大阪がん情報提供コーナー」を運営
　　　 また、府ホームページにおいても、「おおさかがんポータルサイト」としてがんに関する各種情報等を掲載　

・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック（第2版）」の発行　　

　　また、別冊として、がん拠点病院、がん相談支援センター、がん患者会等の情報を掲載　

○がんに関する情報を掲載したパンフレット等の配布

・がん診療拠点病院において、がんに関するパンフレット等を配布

また、府においても、市民まつりやスポーツイベント等でパンフレットを配布

○相談支援機能の向上

・都道府県拠点病院によるがん相談員向け研修会

（平成27年11月）

「がん相談員のための就労に関する基礎講座Ⅲ」　

内容：労働専門機関講師による、就労に関する専門機関の役割や相談への対応等

参加者96名

・近畿６府県による地域相談支援フォーラムの開催

（平成28年1月）　〔共催：国立がん研究センター〕　

内容：基調講演「がん診療連携拠点病院とがん患者団体とのより良い「連携」と「協働」のために

　　　　パネルディスカッション「がん患者団体が、がん相談支援センターに期待する連携と協働とは」

　　　　6府県からの報告「地域におけるがん患者団体等との連携と協働の現状について」

　　　　グループワーク「府・県内のがん相談支援センターががん患者団体と「連携」・「協働」する際にすべきことは何か？

　　　　　　参加者135名

　

・がん診療拠点病院において、がん相談支援センターのより一層の周知に努めるとともにがん相談支援センターのパンフレットをイベントで配布
	○がん医療情報の提供＜資料３－14、15＞
・府立成人病Ｃ（大阪がん情報提供コーナー）において各がん診療拠点病院の医療情報やがんに関する各種情報を一元的に提供するホームページ「大阪がん情報提供コーナー」を運営

　　また、府ホームページにおいても、「おおさかがんポータルサイト」としてがんに関する各種情報等を掲載　

・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック」本体及び別冊の改訂

がん患者会及びがん患者支援団体、患者サロン一覧を更新情報を掲載

○がんに関する情報を掲載したパンフレット等の配布

・がん診療拠点病院において、がんに関するパンフレット等を配布

○相談支援機能の向上　＜資料３－16＞
・がん相談員向けの就労に関する実務研修

（平成28年11月）

「がん相談員のため「就労」に関する基礎講座Ⅳ」

内容：◇大阪産業保健総合支援センター

　　　　　　・「事業場における治療と職業生活の両立支援のため　

　　　　　　のガイドライン」の説明

　　　　　　・府立成人病センターと大阪産業保健総合支援センターとの

連携及び取組状況について

・府立成人病センターとハローワーク大阪東との取組状況につ

いて

◇参加者101名

・がん相談支援センター相談員研修　

（平成２９年２月）

「がん相談員のためのコミュニケーション

～出会おう、気付きあおう、学び合おう～」

内容：◇がん相談員の置かれている立場、対応内容、技術力には差異がある状況であり、多職種、多施設からなるコミュニケーション技術取得をテーマとし、がん相談員の職業能力の向上、技術取得に向けた研修を実施し、府内がん拠点病院間で高水準の均てん化された職業意識や技量を共有できることを目的

◇定員８０名

・がん診療拠点病院において、がん相談支援センターのより一層の周知に努めるとともにがん相談支援センターのパンフレットをイベント等で配布
	○がん医療情報の提供

・府ホームページにおいて、必要に応じて情報更新

・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック」別冊の改訂

がん患者会及びがん患者支援団体、患者サロン一覧を更新情報を掲載予定

○がんに関する情報を掲載したパンフレット等の配布

・がん診療拠点病院において、がんに関するパンフレット等を配布

○相談支援機能の向上

・がん相談員向けの就労に関する実務研修

・がん診療拠点病院において、がん相談支援センターのより一層の周知に努めるとともにがん相談支援センターのパンフレットをイベント等で配布予定
	Ａ

Ａ
	Ａ

Ａ


	がん医療の充実 （小児がん対策の充実）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）小児がんの実態把握の促進
○　府がん登録やがん拠点病院の協力による受療動向の調査等により、府内の小児がんの疾患動向等を把握し、小児がん対策を検討していく上での基礎資料として用いるとともに、公表に際しては、府民が理解しやすく、誤解を招かないよう、患者、家族及び患者団体等の意見を尊重しながら情報提供の充実に努めます。
（２）小児がん医療提供体制の推進
○　小児がんの医療提供体制の推進にあたっては、小児がん拠点病院を中心に地域の医療機関と、人的交流も含めて協力しながら府域全体の医療ネットワークを構築し、小児及びAYA世代のがん患者がもれなく適切な治療が受けられるよう努めます。
（３）情報提供・相談支援の充実
○　小児がん拠点病院や小児がん医療に対応できるがん拠点病院においては、小児がんに関する医療提供機能についてホームページ等を活用し情報提供に取り組むとともに「がん診療ＮＯＷ」と連携する等、府民がこれらの情報を容易に入手できる仕組みを構築します。

また、これらの病院の相談支援窓口においても小児がんに関して患者及び家族のこころのケアに配慮した相談支援体制の充実を図り、府民サービスの向上を推進します。
	（１）小児がんの実態把握の促進
・大阪の小児がん・ＡＹＡ世代のがんの現状（がん罹患数・がん種類別罹患割合）について、府立成人病センターホームページ「大阪がん情報提供コーナー」において公表

・大阪府のAYA世代の白血病・リンパ腫の現状について、医学誌において公表

（２）小児がん医療提供体制の推進

国指定の小児がん拠点病院である、府立母子保健総合医療センターおよび大阪市立総合医療センターを中心とする大阪府小児がん連携施設連絡会参加病院の連携・協力による小児がん医療を提供

・大阪府がん診療連携協議会小児・AYA部会と連携し、医療提供体制の充実に努める（H27.6.17 大阪府がん診療連携協議会）

・府立母子保健総合医療センターに対し、無菌装置等の設備購入に対し補助（地域医療介護総合確保基金事業)

（３）情報提供・相談支援の充実

府立成人病センターホームページ「大阪がん情報提供コーナー」において情報提供

・小児がん、ＡＹＡ世代のがんについて、大阪府小児がん連携施設連絡会参加10施設のホームページ、診療体制、療養環境、患者支援、診療実績等

・上記10施設において相談支援窓口を運営

・大阪府立高等学校における長期入院生徒学習支援事業について「大阪がん情報提供コーナー」において掲載

・大阪府ホームページにおいて、小児がん(大阪がん情報提供コーナーへリンク)への情報を掲載

・地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック(第２版)　の発行

小児がん・ＡＹＡ世代のがんの治療に際しての支援について記載

大阪府における小児・AYA世代のがん診療体制、

小児・AYA世代のがんの治療に際しての支援、学校教育、患者団体

また、別冊として、がん診療拠点病院、がん相談支援センター、がん患者会等の情報を掲載

・企業との連携を図り、イベントにおいて府と患者会等もブースを出展しパネル展示や、病院、患者会情報を提供

・がん対策基金を活用した企画提案型公募によりがん対策貢献事業において、患者会へ補助

　NPO法人エスビューロー

　「小児がん喪失家族のセルフヘルプケア学習会あるがままを学ぶ」の開催
	（１）小児がんの実態把握の促進

・大阪府がん登録の情報を通じた小児がん・AYA世代のがんの実態把握

・大阪の小児がん・ＡＹＡ世代のがんの現状（がん罹患数・がん種類別罹患割合）について、府立成人病センターホームページ「大阪がん情報提供コーナー」において公表
（２）小児がん医療提供体制の推進＜資料３－１７、１８、１９＞
国指定の小児がん拠点病院である、府立母子保健総合医療センターおよび大阪市立総合医療センターを中心とする大阪府小児がん連携施設連絡会参加病院の連携・協力による小児がん医療を提供

・大阪府がん診療連携協議会小児・AYA部会と連携し、医療提供体制の充実に努める（H28.7.6 大阪府がん診療連携協議会）

・阪奈和小児がん連携施設連絡会で緩和ケア、療養環境部会を立ち上げ、症例検討

（３）情報提供・相談支援の充実

府立成人病センターホームページ「大阪がん情報提供コーナー」において情報提供
・小児がん、ＡＹＡ世代のがんについて、大阪府小児がん連携施設連絡会参加10施設のホームページ、診療体制、療養環境、患者支援、診療実績等

・上記10施設において相談支援窓口を運営

・大阪府立高等学校における長期入院生徒学習支援事業について「大阪がん情報提供コーナー」において掲載
・大阪府ホームページ「おおさかがんポータルサイト」において、小児がん(大阪がん情報提供コーナーへリンク)への情報を掲載
・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック(第2.1版)　」の発行

小児がん・ＡＹＡ世代のがんの治療に際しての支援について記載

大阪府における小児・AYA世代のがん診療体制、

小児・AYA世代のがんの治療に際しての支援、学校教育、患者団体

また、別冊として、がん診療拠点病院、がん相談支援センター、がん患者会等の情報を掲載

・企業との連携を図り、イベントにおいて府と患者会等もブースを出展しパネル展示や、病院、患者会情報を提供

・がん対策基金を活用した企画提案型公募によりがん対策貢献事業において、患者会等へ補助

　地方独立行政法人堺市立病院機構　堺市立総合医療センター

　「いのちの授業　～がんを知り、いのちの大切さを学ぼう～」
	（１）小児がんの実態把握の促進
・大阪府がん登録の情報を通じた小児がん・AYA世代のがんの実態把握、情報提供の充実

（２）小児がん医療提供体制の推進

・大阪府がん診療連携協議会小児・AYA部会、阪奈和小児がん連携施設連絡会と連携した小児がん医療提供体制の充実

（３）情報提供・相談支援の充実

・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）ホームページ「大阪がん情報提供コーナー」において情報提供

小児がん、ＡＹＡ世代のがんについて

大阪府小児がん連携施設連絡会参加10施設のホームページ、病床数、スタッフ体制、療養環境、診療実績等

・上記10施設において相談支援窓口を運営

・大阪府ホームページによる情報提供の充実

・地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック別冊改訂予定

・企業との連携を図り、イベントにおいて府と患者会等もブースを出展しパネル展示や、病院、患者会情報を提供

・がん対策基金を活用した企画提案型公募によりがん対策貢献事業において、患者会等へ補助


	Ａ

Ａ

Ａ
	Ａ

Ａ

Ａ


	がん医療の充実　（がん登録の充実）　　
	　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組目標
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.１末現在）
	２９年度の取組案
	部会評価
	委員会意見


	（１）がん登録の精度向上
○　院内がん登録を実施している医療機関数を増加させるとともに、大阪府がん登録資料の精度を向上します。
　ＤＣＯ％　（％　of　Death　Certificate　Only）
直近データ
（平成24年度時確定）
　（５年

以内）
目標値
（平成29年

度時確定）
２２％
１５％以下
（内容）
死亡情報のみによる登録患者の割合で、登録されたがんの診断精度を示す指標です。
死亡情報のみの場合は診断日や治療内容などがないため、生存率等の計測に含むことができない等、この指標が高い場合、登録の診断精度が低いのみならず、登録の完全性も低くなります。
　

ＩＭ比　　（Incidence/Mortality）

直近データ
（平成24年　度時確定）
（５年

以内）
目標値
（平成29年

　度時確定）
１．５８
１．７５以上
（内容）
り患数と死亡数の比（り患数／死亡数）
登録の完全性を示す指標です。ただし予後の悪い部位のがんでは１に近い値をとり、予後の良いがんでは大きな値をとります。
（２）がんの統計（り患率と生存率）の確定時期の短縮
○　がん登録の届出件数の増加に伴い、現在、り患率等の確定時期が、診断年から５年弱の期間を要しています。大阪府がん登録資料の積極的な活用に向けて、今後、り患率と生存率の確定時期の短縮を図ります。

（目標）　

り患数確定時期

⇒　当該診断年から４年以内

５年生存率報告時期

⇒　当該診断年から５年以内　

	○大阪府内医療機関に対する院内がん登録支援を実施

①がん登録実務者研修会を1回開催

②実務に関する質問対応

○大阪府がん登録病院連絡協議会の開催

平成28年2月　　参加医療機関 : 112病院

参加者数     : 163人
○がん登録の精度向上（地域がん登録）

・ＤＣＯ％　　18.3％ （2009件罹患）

15.3％ （2010年罹患）

8.7％ （2011年罹患）
7.9％ （2012年罹患）

・ＩＭ比

1.82（2009年罹患）　　1.91（2010年罹患）

2.24（2011年罹患）　　2.28（2012年罹患）

◆医療機関からの届出件数（参考値）

2012年　　　　　　　　　75,208件

2013年　　　　　　　　　82,949件

2014年　　　　　　　　　91,264件

2015年　　　　　　　　107,255件

○全国がん登録説明会の開催

　　　・平成27年10月~11月に4回開催
参加医療機関数(のべ)　  :361医療機関

内訳 がん診療拠点病院 : 83医療機関
一般病院　　　　　 :229医療機関

診療所　　　　　　 :　49医療機関
参加者数（のべ）　　　　 :511人
○がん登録等の推進に関する法律の施行に伴う対応

 　　・府民への周知活動

街頭ネオン広告を利用した啓発活動、がん診療拠点病院・ｲﾍﾞﾝﾄでのポスター掲示

平成28年1月分の広告内容

『平成28年1月から、全国がん登録が始まりました!詳しくは「サンキューバトン」で検索』

・法第6条第2項に基づく診療所の指定

（平成28年1月1日付　　152機関）

・がん対策推進委員会がん登録等部会を法18条第2

項に規定する審議会とした

・法律第24条第１項に規定する都道府県知事の権限及び事務の委任先を地方独立行政法人大阪府立病院機構　大阪府立成人病センターに指定

  　 ・法第22条に基づく都道府県がん登録データベースの整　　　　　備

○がんの統計の確定時期の短縮（地域がん登録）

・提出期限を定め、2012年までの地域がん登録届出

・がん診療拠点病院は、2014年データの一括提出
・住基ネット活用による生存確認調査の効率化

平成27年度、住基ネット照会を2回実施

→対象　63,546人、生死不明割合　4.1％

→住基ネット照会後、住民票照会を2回実施し、

生死不明割合　1.3％　（2004年、2009年症例）

　　

・り患数確定時期

→当該診断年から4年2か月

（2009年罹患；暫定値）

→当該診断年から3年10か月

（2010年罹患；暫定値）
→当該診断年から4年1か月

（2011年診断）

→当該診断年から3年1か月

（2012年診断）

・5年生存率報告時期

　      →当該診断年から6年2か月

（2007年罹患者の生存率）

→当該診断年から5年10か月

（2008年罹患者の生存率）

→当該診断年から6年1か月

（2009年罹患者の生存率）
	○大阪府内医療機関に対する院内がん登録支援を実施

①がん登録実務者研修会を2回開催

②実務に関する質問対応

○大阪府がん登録病院連絡協議会の開催（2017年2月10日）

○がん登録の精度向上

・ＤＣＯ％

　　　　　　　　　7.9％（2012年罹患）

・ＩＭ比

2.28　（2012年罹患）

◆医療機関からの届出件数（参考値）

2016年　　　　　　　　　90,651件

（2013～2015年症例について収集）

○全国がん登録実務者研修会を６回開催＜資料３－20＞
　がん登録実務者を対象に各医療圏で研修会を開催
①北河内医療圏（関西医科大学総合医療センター）
②泉州医療圏（市立岸和田市民病院）
③中河内医療圏（八尾市立病院）
④北河内医療圏（社会医療法人美杉会佐藤病院）
⑤全医療機関向け（大阪府立成人病センター）
⑥三島医療圏（大阪医科大学附属病院）

○がん登録等の推進に関する法律に関する対応

　　・府民への周知活動

　　　がん診療拠点病院等でのポスターの掲示

・法第６条第２項に基づく診療所の指定

（平成29年1月1日付　　24機関）

・全国がん登録（2016診断症例）件数調査

○がんの統計の確定時期の短縮（地域がん登録）
・提出期限を定め、2013年から2015年までの地域がん登録届出の収集を完了

・がん診療拠点病院は、2015年データの一括提出

・地域がん登録データの収集を平成28年9月30日をもって終了（遡り調査除く）

・住基ネット活用による生存確認調査の効率化

平成28年度、住基ネット照会を１回実施

→2005年症例（診断から10年）

対象42,795人、生死不明割合　3.3％

　　　→2010年症例（診断から５年）

対象57,936人、生死不明割合　8.7％）

　　　→２回目の住基ネット照会を今年度中に完了し住民票照会を実施予定

・り患数確定時期

→当該診断年から3年1か月

（最新：2012年診断）

・5年生存率報告時期

→当該診断年から6年1か月

（最新：2009年罹患者の生存率）
	○大阪府内医療機関に対する院内がん登録支援を実施

○大阪府がん登録病院連絡協議会の開催

○がん登録の精度向上

○全国がん登録実務者研修会の開催
　未開催の医療圏での開催を予定

○がん登録等の推進に関する法律関する対応

　・法第６条第２項に基づく診療所の指定

　・全国がん登録対象情報届出の受付開始

○がんの統計の確定時期の短縮（地域がん登録）
　・2013年から2015年データの確定作業を実施

・り患数確定時期

　　→2013-2015年データの確定を進める

・5年生存率報告時期

　　→2010年以降の生存率を報告する。


	SA

A
	SA

A


	がん医療の充実　（その他）

	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度の取組案

	（１）がん研究
○　新たな診断法や治療法に関するがん研究について、国に対しがん研究の積極的な推進とその成果の臨床応用について、適切に行われるよう求めていくとともに、府内の大学や府立成人病センター研究所等における研究について、国からの必要な支援が受けられるよう側面的に支援します。

さらに、府立成人病センターがん予防情報センターで行っている「がん情報の収集・解析」「がん対策の企画・評価」等、府がん対策の推進のための調査研究について、府として積極的に支援するとともに、当センターと連携を図り、科学的根拠に基づく施策立案に努めます。

（２）難治性がん・希少がんについて
○　国に対し、難治性がん・希少がん等のがんの本態解明、診断及び治療に関する方法の開発研究の積極的な推進を求めていくとともに、府内の大学や府立成人病センター研究所等における研究について、国からの必要な支援が受けられるよう側面的に支援します。

また、府内のがん拠点病院に対し、５大がん以外のがんや希少がんについての治療実施状況等を把握し、がん拠点病院間における部位別の治療や各療法実施の連携強化を図り、希少がん等へ診断・治療体制の確保につなげるとともに、府民への情報提供を図っていきます。
（３）造血幹細胞移植関連事業の促進
○　国の動向を踏まえながら、血液がん等の患者が、適切な治療を選択できるよう、関係機関との連携を深めながら、造血幹細胞移植関連事業に関する正しい知識の普及啓発を図ることにより、骨髄やさい帯血バンク事業の充実に努めます。

（４）高齢者におけるがん対策のあり方について
○　今後、第二期計画の実行期間中に、高齢者に対する「がん検診のあり方」、「がん医療のあり方」について方向性を示していくよう努めます。

（５）府立の病院におけるがん医療等の充実
○　府立の病院におけるがん医療等の充実が引き続き図られるよう、大阪府立病院機構の支援に努めます。
	





	
	


	がん対策の新たな試み（患者・家族との意見交換・就労支援）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【部会評価】SA：計画以上に進んだ　A：おおむね計画どおり進んだ　B：計画どおり進んでいない

	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（１）患者・家族との意見交換、就労支援　
○　府は、がん患者をはじめとする関係者と、がん対策の現状や方向性について継続的に意見交換を実施していきます。

また、このような取組を通じて、がん以外の患者へも配慮しつつ、がん患者・経験者の就労をはじめとする社会的な問題に関するニーズ・課題を把握し、関係部局と連携しながら取組方策について検討します。


	○大阪がん患者団体協議会等との連携、協働

　 ・大阪がん患者団体協議会等との継続的な意見交換

　 ・近畿6府県による地域相談支援フォーラムの開催

(平成28年1月)　(再掲)

・大阪府がん患者会等情報掲載要領を制定し、各がん患者会、各がん患者支援団体、各病院が主催するがん患者サロンの情報を収集

　　「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック」別冊に

一覧を掲載（再掲）

○がん患者の就労に関する相談支援　（再掲）

・都道府県拠点病院によるがん相談員向け研修会

（平成27年11月）（再掲）

「がん相談員のための就労に関する基礎講座Ⅲ」　

内容：労働専門機関講師による、就労に関する専門機関の役割や相談への対応等

参加者96名

・企業向けパンフレット「仕事と治療の両立支援」を作成し、国や府、拠点病院主催のセミナー等で配布　

・平成28年2月公表の厚労省作成「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」をがん拠点病院・関係機関に周知
	○大阪がん患者団体協議会等との連携、協働

・大阪がん患者団体協議会等との継続的な意見交換

・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック」別冊の改訂（再掲）
がん患者会及びがん患者支援団体、患者サロン一覧の更新情報を掲載

○がん患者の就労に関する相談支援（再掲）

・都道府県拠点病院によるがん相談員向け研修会

がん相談員向けの就労に関する実務研修

（平成28年11月）

「がん相談員のため「就労」に関する基礎講座Ⅳ」

内容：◇大阪産業保健総合支援センター

　　　　　　・「事業場における治療と職業生活の両立支援のため　

　　　　　　のガイドライン」の説明

　　　　　　・府立成人病センターと大阪産業保健総合支援センターとの

連携及び取組状況について

・府立成人病センターとハローワーク大阪東との取組状況について

◇参加者101名

・府立成人病センター（がん相談支援センター）へ大阪東ハローワークより専門相談員の派遣による出張相談（就職相談）＜資料３－21＞
・府立成人病センター（がん相談支援センター）へ大阪産業保健総合支援センターへ促進員の派遣による出張相談（両立支援相談）
＜資料３－22＞
・事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインを、

国や府のセミナー等で配布　

・治療と職業生活の両立支援に関するセミナーの開催＜資料３－23＞
（平成28年8月31日）労働衛生研修会

（平成28年9月2日）衛生週間説明会

（平成28年10月4日）大阪・職場の健康づくりフォーラム

（平成28年10月5日）がん患者と共に働く

（平成29年1月11日）治療と職業生活の両立支援セミナー

（平成29年2月25日）治療と職業の両立支援セミナー
・府民向けの仕事と治療の両立支援にかかる啓発チラシを作成し、府関係機関、拠点病院等にて配布　＜資料３－24＞
	○大阪がん患者団体協議会等との連携、協働

・大阪がん患者団体協議会等との継続的な意見交換

・「地域の療養情報　おおさか　がんサポートブック」別冊の改訂

がん患者会及びがん患者支援団体、患者サロン一覧の更新情報を掲載

○がん患者の就労に関する相談支援（再掲）
・都道府県拠点病院によるがん相談員向け研修会

・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）〔がん相談支援センター〕へ大阪東ハローワークより専門相談員の派遣による出張相談（就職相談）

・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）〔がん相談支援センター〕へ大阪産業保健総合支援センターへ促進員の派遣による出張相談（両立支援相談）

・事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインを、国や府のセミナー等で配布

・府民向けの仕事と治療の両立支援にかかる啓発チラシを作成し、府関係機関、拠点病院等にて配布予定
	Ａ


	Ａ
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	第二期計画における取組内容
	２７年度の主な取組（Ｈ28.3末現在）
	２８年度の主な取組（H29.２末現在）
	２９年度からの取組案
	部会評価
	委員会意見

	（２）大阪府がん対策基金について

○　大阪府がん対策基金は、がんの予防及び早期発見の推進その他がん対策の推進に資するため、第二期計画の期間中に広く府民の皆様からいただいた寄付をもとに、がん検診の普及啓発や在宅療養などの事業を、公募方式も取り入れて実施し、がん対策の充実に活かします。
	○寄付申込の状況　

・平成27年度9件4,558千円

（平成28年3月現在）

（累計63件　29,121千円）
○基金周知活動

・市民まつり等のイベントでの周知活動

（平成27年10から11月）

堺まつり、すみよしまつり、ガンバ大阪公式戦ほか

・啓発ツールの作成・配布

　がん検診の重要性やがん対策基金について府民に幅広く周知するため、ポケットティッシュを配布

○企画提案型公募によるがん対策貢献事業

　採択事業：10件　　助成額：　1,621千円

テーマ①がんの予防につながる学習活動

がんを明るく前向きに語る・金つなぎの会

「あなたの中学に出前授業いたします［命］について話しましょう♪」

独立行政法人国立病院機構大阪南医療Ｃ

 　 がん教育サイトの評価と改善―がん教育サイト「子どもと大人のがん教育『がんってなに？』の更なる効果的な学習媒体を目指してー

テーマ②若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動

大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学教室

　　「若者女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨」

特定非営利活動法人ピンクリボン大阪

　「素敵な女性になるためにも知っていますか？」

テーマ③がん患者会活動

ＮＰＯ法人大阪がんええナビ制作委員会

公開講座「難治性がんの最新医療」開催

　　特定非営利活動法人がんと共に生きる会

　　　がん啓発促進リーフレット「がん検診へ行こう！わたしを守るのはわたし」のリニューアルと配布事業

　　大阪肝臓友の会

　　　がん診療連携拠点病院と連携した肝炎・肝硬変・肝がん患者への情報提供と支援活動」

　　乳がん患者会「おしゃべり茶論」

   乳がんの体験をもとに、乳がん検診の重要性を広めるための啓発事業

骨転移　ＷａｌｋＴｏｇｅｔｈｅｒ

骨転移による麻痺・骨折リスクの啓発活動

ＮＰＯ法人エスビューロー

小児がん喪失家族のセルフヘルプ学習会「あるがままを学ぶ」の開催
	○寄付申込の状況　＜資料３－25＞
・平成２８年度　件4,588千円

（平成29年２月末現在）

（累計76件　33,718千円）
○基金周知活動

・市町村や協力企業にて啓発ポケットティッシュの配布

・がん対策基金を活用したがんについての正しい知識の普及啓発

（啓発ツールの作成・配布）

・がん検診の重要性やがん対策基金について府民に幅広く周知するため、ポケットティッシュを配布

○企画提案型公募によるがん対策貢献事業　＜資料３－26＞
　採択事業　12件　助成予定額　1,800千円

昨年度より早期に募集、事業選定を行い、交付決定を実施したため、事業期間を拡大に繋げた

テーマ①がんの予防につながる学習活動

　　　　　特定非営利活動法人　ピンクリボン大阪

　　　　　　「聞く・見る・触れる　がんのこと」

　　　　　地方独立行政法人　堺市立病院機構　

「小・中学生及び保護者を対象としたがん教育と啓発活動」

テーマ②若者世代への子宮頸がん検診受診啓発活動

　　　　　大阪大学大学院医学系研究科産科学婦人科学教室

　　　　　　「子宮頸がん予防ワクチン接種・非接種の若年女性に対する漫画を用いた子宮がん検診受診勧奨」

テーマ③がん患者会活動

　　　　　ＮＰＯ法人　大阪がんええナビ制作委員会

「公開講座「第2回　難治性がんの最新医療」開催」

大阪肝臓友の会

「ウイルス性肝炎患者の療養を支援と受診記録できる手帳の

作成、配布」

　　　　　あけぼの大阪

　　　　　　「正しく知ろう！　乳がんのこと」

　　　　　悠声会関西支部

　　　　　　「大阪府内において「咽頭全摘手術後の失声者ゼロを目指す」

運動」

　　　　　どうするＢＯＫＳ

　　　　　　「第3回がん患者会就労支援意見交換会」

　　　　　堺市がん患者と家族の会「よりそい」

　　　　　　「がん”知りたい、聞きたい、学びたい」

　　　　　口腔・咽頭がん患者会

　　　　　　①口腔・咽頭がん患者会パンフレット作成

②構音障害者向け構音訓練マニュアル増刷

　　　　　大阪がん患者団体協議会

　　　　　「新規がん患者会ネットワークの構築」
	○基金周知活動
・市町村や協力企業にて啓発ポケットティッシュの配布

・がん対策基金を活用したがんについての正しい知識の普及啓発

（啓発ツールの作成・配布）

・がん検診の重要性やがん対策基金について府民に幅広く周知するため、ポケットティッシュを配布

○企画提案型公募によるがん対策貢献事業
	Ａ


	Ａ
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大阪府がん対策推進委員会


平成２９年３月３１日





第二期大阪府がん対策推進計画の取組状況





分野別施策による死亡率減少を目指します。


・喫煙率の半減　１．７％


・肝炎ウイルス検診体制の充実　０．９％


・早期診断の推進　４．１％


・がん医療の均てん化　２．１％








たばこの煙には、発がん物質等の有害な化学物質が多く含まれており、喫煙者はもとより、その周囲の人に対して、急性心筋梗塞、肺がん、子どもの呼吸器


感染症・ぜんそく等の病気等を発症する危険性があり、健康に悪い影響を与えます。


大阪府では、第2次大阪府健康増進計画における重点的な取組みとしてたばこ対策を推進しています。


　 府内の現状と課題の共有、目標等の検討、進捗状況に関する評価等については、大阪府地域職域連携推進協議会において定期的に行います。





平成２７年度　大阪府地域職域連携推進協議会（平成２７年７月１５日開催）











平成２５年度取組み状況





１　たばこの健康影響についての正しい知識の普及啓発


　　・世界禁煙デーイベント





２　受動喫煙防止（社会環境整備）


　　・受動喫煙防止に関するガイドライン策定


　　・禁煙化状況調査（公共性の高い施設


　　　調査）


　　　　学校：私立学校　84.8％


　　　　　　　　 大学　　　　88.8%


　　　　病院：90.3%


　　　　官公庁：府庁舎・所管施設　89.6%


　　　　　　　　　　市町村（本庁舎）81.4%


　　　　　　（※30市町村から35市町村へ）





３　禁煙サポート


　　・汎用性の高い行動変容プログラム作成


　　「特定健診、肺がん検診等の保健事業の場における禁煙支援」についてプログラムを作成し、研修会を開催した


　　・ｅ-ラーニングの実施


　　　健康おおさか２１推進府民会議の取組みとして禁煙支援に関するｅ-ラーニングを実施








平成２６年度取組み状況





１　たばこの健康影響についての正しい知識の普及啓発


・世界禁煙デーイベント





２　受動喫煙防止（社会環境整備）


・受動喫煙防止に関するガイドライン策定。


　　　リーフレット、ステッカーの配布。





・禁煙化状況調査(医療機関)


・禁煙化調査（全面禁煙未実施の小中


高大）について、啓発を兼ねて実施。


   全面禁煙未実施校　40→29校





３　禁煙サポート


・汎用性の高い行動変容プログラム


　「特定健診、肺がん検診等の保健事業の場における禁煙支援」を推進するため、研修会を開催した。


・e－ラーニングの実施


　健康おおさか21推進府民会議の取組みとして禁煙支援に関するe－ラーニングを実施。


　申込み109名、参加者87名、修了者59名





平成２７年度取組み状況





１　正しい知識の普及啓発


・世界禁煙デーイベント


・ホームページ等での情報発信


・セミナーの実施


全国健康保険協会大阪支部と共同で、企業の健康づくり担当者向けに健康経営セミナーを開催し、「職場におけるたばこ対策」について講演。





２　受動喫煙防止


・受動喫煙防止に関するガイドラインの民間等


との連携による周知・啓発


・禁煙化状況調査（医療機関）


・禁煙化調査（全面禁煙未実施の小中


高大）について、大阪市と共同で啓発を兼ねて


実施。





３　禁煙サポート


・汎用性の高い行動変容プログラムの活用推進


「特定健診、肺がん検診等の保健事業の場における禁煙支援」を推進するため、研修会を開催した。


・e－ラーニングの実施（継続）


健康おおさか21推進府民会議の取組みとして禁煙支援に関するe－ラーニングを実施。


・健康情報拠点モデル事業（薬務課）


　  薬局において禁煙サポートが実施できるよう、


薬局薬剤師への研修会の開催、啓発リーフレットを作成した。





平成２８年度取組み状況





１　正しい知識の普及啓発


・世界禁煙デーイベント


・ホームページ等での情報発信





２　受動喫煙防止


・受動喫煙防止に関するガイドラインの民間等


との連携による周知・啓発


・禁煙化状況調査（公共性の高い施設調査）※速報値


学校：私立学校　87.6％


大学　　　　83.0%


病院：92.7%


官公庁：府庁舎・所管施設　93.2%市町村（本庁舎）79.1%


平成29年3月17日現在





３　禁煙サポート


・汎用性の高い行動変容プログラムの活用推進


「特定健診、肺がん検診等の保健事業の場における禁煙支援」を推進するため、研修会を開催した。


・e－ラーニングの実施（継続）


健康おおさか21推進府民会議の取組みとして禁煙支援に関するe－ラーニングを実施。


・健康サポート薬局に禁煙支援の研修を実施


　  





・平成25年度～平成27年度までフォローアップ対象者


　〇Ｂ型Ｃ型あわせて254人　精密検査対象者の内、下記を除く213名が対象


　　　　　・「過去に治療あり」と記載のあった者24名


・その他17名





〇要精密検査把握102名


内訳）・診療結果通知にて把握　60名


　　　　 　　‣アンケート結果より専門医療機関受診42名


　　　


　　　精密検査受診数率　47.8％(102名/213名)





○がん研究


・厚生労働省科学研究費などを活用して大学や府立成人病センター（大阪国際がんセンター）等において継続的に実施


・府立成人病センター（大阪国際がんセンター）において各がん拠点病院の医療情報やがんに関する各種情報を一元的に提供する「大阪がん情報提供コーナー」の中で、府内がん拠点病院で行われている臨床試験を検索することができる「臨床試験情報検索」を運営





○難治性がん・希少がんについて


＜府の取組＞


　・府内における5大がん以外のがんの罹患数等の統計情報については大阪府がん登録資料に基づいて公表


　・がん拠点病院毎における５大がん以外の診療状況については、府立成人病センターホームページ「がん診療ＮＯＷ」において、がん拠点病院から報告される「拠点病院現況報告書」に基づいた情報を提供





○造血幹細胞移植関連事業の促進


・府内４保健所（池田、寝屋川、四條畷、富田林）において、骨髄・造血幹細胞ドナーの登録受付・採血を実施


・関係団体の協力を得て、休日等を利用してイベント会場等でドナー登録会を実施





○高齢者におけるがん対策のあり方について


・がん検診について、平成25年度に重点受診勧奨対象者を設定し、市町村へ周知





＜府立の病院におけるがん医療等の充実＞


・地方独立行政法人大阪府立病院機構が運営する５つの医療施設（病院）のうち、国指定のがん診療連携拠点病院として、府立成人病センター（大阪国際がんセンター）及び府立急性期・総合医療センター（大阪急性期・総合医療センター）を、また、国指定の小児がん拠点病院として府立母子保健総合医療センターを指定。府指定のがん診療拠点病院（肺がん）として府立呼吸器・アレルギー医療センター（大阪はびきの医療センター）を指定。


・大阪府は機構と情報共有の場を設けており、これまでも、がん医療に関して情報提供・意見交換を実施。





○がん対策基金概要


設　置　年　月　：　平成24年11月


事業実施期間　：　平成25年度～平成29年度


（５年間）


基　金　規　模　：　３千万円





資料３








３

